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公共交通が不便な地方都市においては，身体機能が低下した高齢者でさえ日常の交通手段を自動車運転

に強く依存しており，近年，高齢者の自動車運転中の交通事故が深刻な問題となっている．本研究は，宇

都宮市における新規バス路線沿線に居住する高齢者に対して，Webシミュレーターを用いたモビリティ・

マネジメントを実施し，自動車から公共交通への交通手段の転換及び運転免許返納を促すための要因を検

討することを目的とする．その結果，個別に異なる情報を提供した動機付けの意識変容効果が高く，運転

免許返納に関する動機付け情報の提供によって，運転免許返納意向が有意に高まる効果が確認され，自動

車の保有，世帯構成，知覚行動制御，健康意識，バス利用促進意図が，免許返納意向に影響を及ぼしてい

ることが明らかとなった．  

     Key Words : mobility management, new bus line, senior citizens, license refunded 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 研究の背景・目的 

我が国の多くの都市では，自動車依存による交通渋滞，

大気汚染等の問題を抱えている．特に地方都市では，自

動車の代わりとなる公共交通のサービスレベルが自動車

に比べて相対的に見劣りするため，公共交通の利用者は

著しく減少している．そのため，採算が取れなくなった

バス路線等の公共交通の減便や廃止が相次いでおり，自

動車を利用できない交通弱者のモビリティの低下が課題

となっている 1)．また，我が国では交通事故件数が減少

の一途を辿っており，交通事故死者数も減少傾向にある．

しかし，少子高齢化社会への突入によって高齢者が増加

する事により，高齢者が第 1当事者の事故が増加し，高

齢者の運転トラブルによる交通事故が問題視されている． 

そういった中で，様々な自治体で高齢者対象に免許返

納促進の政策を行っている．例えば，山梨県村山市では，

運転免許を自主的に返納した市内在住の 70 歳以上の方

に，無期限に利用できる 3万円分の市営バス乗車券やタ

クシー利用券などを交付している．結果として，自主返

納の件数が大幅に増加した．また，富山県氷見市では，

運転免許を自主返納した市内在住の 70 歳以上の高齢者

に対し，市内の民間バス等に乗車できる「高齢者運転免

許自主返納支援券」を発行している．結果として 70 歳

以上の運転免許証返納申請者の割合が大幅に増加した 2)．

このように各地で自動車運転免許返納促進の政策が成果

をあげている．これらより，自動車利用を抑制し，公共

交通利用に交通行動変容させ，さらに，高齢者が運転免

許返納することによって，交通事故件数は大いに減少す

ると考えられる． 

そこで本研究では，自発的な交通行動変容を促す交通

政策であるモビリティ・マネジメント(以下，MM) 3)を実

施する．具体的には，Webベースの交通行動シミュレー

ター(以下，Web シミュレーター)を開発し，それを用い，

健康意識に働きかける情報を対象者に提供することで交

通手段の変容や免許返納等の交通行動変容を促す．その

後，動機付け前後で意識と交通行動を比較することで

MMの効果を分析する．また，運転免許証を返納しよう

と思う要因を明らかにする．これらを明らかにすること

で，どのようにMM実施すれば交通行動変容と免許返納

を促せるのか把握でき効率的にMMを行う事ができると

考えられる． 
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(2) 既存研究と本研究の位置づけ 

a) 健康に関する MM 

近年，MMにおいても，特に健康意識に働きかける手

法の有効性が明らかとなっている．中井ら 4)は，健康に

関する情報提供による自発的な交通行動変容効果，およ

び歩行量増加効果を計測した．その結果，健康に関する

情報を提供した情報提供群では，自動車利用時間が約

27%減少していることを明らかにした．瀬戸ら 5)は，大

学に通勤・通学する教職員および学生を対象に詳細な健

康に関する動機付けを行った．その結果，詳細な健康情

報を提供することが，交通手段の転換，自動車利用抑制

に有効であることを明らかにした．  

 b) Webを用いた MM 

 近年では，MM のコミュニケーションツールとして

Webを使った事例が多数見受けられる．TFP(トラベル・

フィードバック・プログラム)と呼ばれる一人一人異な

る交通行動を診断する手法においては，その都度代替案

を作成する必要があり多くの時間と労力がかかるため

Webの有用性が高い．また，WebとGISやGPS，Mapの

API を組み合わせることによって，調査対象者の入力負

担軽減や交通行動を正確に把握することができる．  

大森ら 6)は，Web ベースの診断プログラムを開発し，

大阪府の土木部職員に交通手段を変更した場合の複数の

代替案を比較・検討させた．その結果，意識面で自動車

利用抑制に関する知覚行動制御および行動意図が改善し，

行動面でも自動車利用の減少の点で，既存の Web を活

用したTFPシステムと同等の効果があることが確認され

た．有賀ら 7)は，Web ベースの診断プログラムを開発し，

つくば市の市役所の職員を対象に，様々な施策を行った

場合のスケジュールを提示し，交通手段と勤務時間帯の

選考をアンケート調査で把握した．調査結果から，交通

手段と勤務時間帯の変更を同時に考慮したモビリティ・

マネジメントの有効性を明らかにした．  

c) 免許返納に関する研究 

 伊勢ら 8)は，和歌山市全域にアンケート調査を行ない

運転免許自主返納特典を活用した運転免許返納意向と運

転免許保有者特性との関連性を明らかにした．分析の中

で運転免許返納に際して，自らの移動コストの低減や目

的地までの移送サービスに関する特典の必要性が高いこ

とが明らかとなった． 

d) 本研究の位置づけ 

これらの健康に関する MMや Webを用いた MMを行

い効果を把握した既存研究がある中，本研究では対象者

独自の健康情報を表示する Web ベースの交通行動シミ

ュレーターの開発を行う．それを用いてバス路線沿線の

高齢者を対象に交通行動変容及び免許返納を促した後に，

その結果を用い交通行動変容意向と免許返納意向の関係

性を明らかにすることを新規性とする． 

2. 研究の概要 

 

 (1) 宇都宮市の現状 

 栃木県宇都宮市は，平成 4年に実施された「宇都宮都

市圏パーソントリップ調査」と平成 26 年に実施された

「県央広域都市圏生活行動実態調査」によると平成 4年

から平成 26年にかけ自動車の分担率が 14.4%増加してお

り自動車依存が進行していることが分かる．また，鉄道

やバスといった公共交通の分担率は 1.3%減少しており

公共交通離れが問題となっている．そこで，宇都宮市は

持続的に発展可能な都市にするために「ネットワーク型

コンパクトシティ(以下，NCC)」の形成を目指している．

この NCC の形成に向けた取組の一環として，公共交通

ネットワークの拡充が挙げられる．具体的には，基幹公

共交通として次世代型路面電車(以下，LRT)の導入，端

末交通として路線バスの再編成とデマンドバスの導入が

計画されている．なお，優先整備区間については 2017

年 7月 11日に市議会議員協議会において 2018年度内着

工，2022年 3月開業の整備スケジュールを正式発表した．

また，LRT 整備に伴い，JR 宇都宮駅から西側の LRT 導

入ルートの検討とバス路線を再編をする考えを示した． 

 

(2) 対象地域と対象者の概要 

 本研究では，栃木県宇都宮市が「宇都宮都市交通戦略」

に基づき，近接した既存路線との重複に配慮しながら，

平成 27 年 7 月に，JR宇都宮駅と，その南西に位置する

公共交通空白・不便地域である陽南・陽光地区とを結ぶ

路線として運行開始したバス路線「今宮線」沿線の居住

者を対象とする．対象地域は，平成 12年から平成 27年

にかけて高齢者の割合が 18.9%から 22.5%と増加してお

り，高齢化が徐々に進行している地域である．対象地域

と沿線のバス路線である今宮線と江曽島線の路線図を図

-1に示す． 

 
図-1 対象地域と最寄バス停 

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集

 2



 

 

3. 今宮線社会実験と健康ＭＭの概要 

 

(1) 今宮線社会実験 

 宇都宮市では，社会実験開始以来，自治会に加入して

いる今宮線沿線居住者に対してニュースレターを用いて

運行開始や利用状況，運行ダイヤ見直し等の情報提供を

行っていた．なお，ニュースレター第 3号においては，

バスを利用する事による環境面および経済面に関するメ

リットについての情報提供を行った．本研究では，一連

の情報提供の中で，ニュースレター第 4号の配布と同時

に，健康に着目した情報提供を行う健康MMの実施を開

始した．  

 

(2) 健康 MM 

本研究ではこれまでに，平成27年 11月中旬に自動車利

用を抑制しバス利用を促進することを目的とした動機付け

アンケート調査（以下，第1回調査）を実施した．第1回調

査の調査票に掲載した動機付け情報を図-2 に示す．自治会

加入者に対して回覧板で配布し 1,145 部回収した．回答

者の属性としては，男性が 51.4%，女性が 47.7%，50 歳

未満が 17.9%，50代が 17.6%，60 代が 27.2%，70歳以上

が36.7%と，回答者は高年齢層に偏った．その3ヵ月後の

平成 28年 2月に，第 1回調査で継続調査への参加意向を示

した312名を対象に，意識および行動変容効果を把握するた

めに，2回目のアンケート調査（以下，第2回調査）を実施

し 251 サンプル回収した．回答者の属性としては，男性

62.2%，女性が37.1%，50歳未満が8.0%，50代が12.4%，

60 代が 28.3%，70 歳以上が 51.4%となっており，事前調

査よりもさらに高年齢層の割合が高くなった．平成29年

11 月に行った調査（以下，第 3 回調査）ではまず，健康

MMで用いるWebシミュレーターの開発を行った．その

後，それを用いてMMを実施し，動機付け前後を比較し

て分析することで効果を把握する．また，多変量解析を

行い運転免許を自主返納するのにどのような要因が関係

しているか明らかにする． 

 

 

4. Webシミュレーターを用いた調査の概要 

 

(1) 調査方法 

 第3回調査では，平成28年に行った第2回調査に回答

した 251名のうち 60歳以上である 200名を対象とした．

調査方法としては調査員が訪問して Web シミュレータ

ーを用いて調査を行うもの（以下，訪問調査），対象者

が自らWebで回答するもの（以下，Web調査），紙の調

査票を郵送で配布・回収し回答するもの（以下，紙調査）

の 3 種類の調査を行った．これらの調査方法により 111

サンプルを回収した．回答者の属性としては，男性が

66.7%，女性が 33.3%，60歳以上 65歳未満が 7.2%，65歳

以上 75歳未満が 44.1%，75歳以上がが 27.2%となってお

り 

 

(2) Webシミュレーター 

対象者の居住地と最寄バス停，JR 宇都宮駅の位置関

係から算出した，居住地から JR 宇都宮駅まで路線バス，

自動車，タクシー，自転車で移動する場合の所要時間や

料金，カロリー消費等の健康に関する情報やCO2排出量

といった環境に関する情報を提供し，対象者の交通に関

する意識の変容や交通行動変容意向を把握することの出

来る Web シミュレーターを開発した．所要時間等の算

出した結果を用いて作成した動機付け情報を図-3に示す．

また，免許返納意向に関する質問する前に動機付けとし

て提供した情報を図-4，図-5に示す．Web技術には ASP

を用い，VBScript でプログラムを作成した．位置情報の

取得にはGoogle Maps APIを用いた． 

 

 

図-2 動機付け情報 

 

 

図-3 動機付け情報(Webシミュレーター)  
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図-4 動機付け情報(運転免許自主返納制度) 

 

 

図-5 動機付け情報(高齢者の事故) 

 

表-1 各調査の動機付け前後における意識の継続 

 
M:平均値，*:p<0.10  **:p<0.05  ***:p<0.01 

5. ＭＭの効果の継続性と意識変容に関する分析 

 

(1) 第 1回～第 3回調査にかけての意識の継続 

第 1回～第 3回調査の全ての調査に協力して頂いた対

象者に，「クルマでの移動は環境によくないと思います

か？」（環境意識），「クルマでの移動は健康によくな

いと思いますか？」（健康意識），「バスをできるだけ

使おうと思いますか？」（バス利用促進意図），「自動

車の利用をできるだけ控えようと思いますか？」（自動

車利用抑制意図）の計 4個の意識に関する質問に「全く

そう思わない（1）」～「とてもそう思う（5）」の 5段

階で評価を求めた．第 1回調査の動機付け前後，第 2回

調査，第3回調査の動機付け前後で平均値の差の検定（t

検定）を行った結果を表-1に示す．その結果，環境意識

に関しては第 1回調査の動機付け前後で有意に増加した

ものの，2 ヵ月後の第 2 回調査時に値が有意に減少した．

一方，健康意識に関しては第 3回調査時まで意識が継続

しており，健康に着目した情報提供の影響が大きいこと

が分かる．また，環境意識，健康意識，自動車利用抑制

意図において第 3回調査の動機付け後に平均値が全調査

で最も大きな値に有意に増加した．対象者個人に合わせ

た動機付け情報を提供した第 3回調査の動機付けは，対

象者全員に同様の動機付け情報を提供した第 1回調査に

比べ有効的であったことが分かる． 

 

(2) 第 3回調査の動機付け情報提供による意識変容 

 第 3回調査の動機付け前後で，「バスでの移動は好き

ですか？」（態度（バス）），「自動車での移動は好き

ですか」（態度（自動車））の計 2個の意識に関する質

問に「とても嫌い（1）」～「とても好き（5）」の 5段

階で評価を求めた．「バスを使うことは難しい事だと思

いますか？」（知覚行動制御（バス）），「クルマの利

用を控えることは難しい事だと思いますか？」（知覚行

動制御（自動車）），環境意識，健康意識，バス利用促

進意図，自動車利用抑制意図の計 6個の意識に関する質

問に「全くそう思わない（1）」～「とてもそう思う

（5）」の 5 段階で評価を求めた．動機付け情報提供前

後で平均値の差の検定（t 検定）を行った結果を表-2 に

示す．その結果，すべての指標において平均値が良い方

向に変容した．特に，態度（自動車）が有意に減少し，

環境意識，健康意識，自動車利用抑制意図が有意に増加

しており第 3回調査の動機付け情報提供は自動車利用抑

制に関して効果があったことが分かる． 

 

(3) 第 3回調査の免許返納意向の変容 

 第3回調査において自動車運転免許を保有している対

象者に動機付け前後で，「現在，運転免許を自主返納し

ようと思いますか?」（免許返納意向）といった質問に

前[1] 後[2] 前[4] 後[5]
環境
意識

3.47 3.80 3.52 3.56 4.08 *** * ***

健康
意識

3.11 3.49 3.43 3.33 3.80 *** ***

バス利用
促進意図

3.45 3.52 3.49 3.37 3.51

自動車利用
抑制意図

3.23 3.44 3.29 3.32 3.63 **

[4]
・
[5]

[2]
・
[3]

有意確率

第1回調査
第2回調査
[3]

第3回調査 [3]
・
[4]

[1]
・
[2]

N=75

M

動機付け 動機付け
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「全くそう思わない（1）」～「とてもそう思う（5）」

の5段階で評価を求めた．こちらの指標を動機付け前後

で75歳以上と75歳未満で分類して平均値の差の検定（t

検定）を行った結果を表-4に示す．その結果，免許返納

意向に関する指標において動機付け後に平均値が増加し

ており，運転免許の自主返納を促す政策として効果があ

ったといえる．また，年齢別で見ると動機付け前後とも

に75歳以上よりも75歳未満の平均値が上回っており75歳

未満のみ平均値が有意に増加していた．より交通事故の

第1当事者になる恐れのある75歳以上の後期高齢者にお

いては有意な差は認められなかった．これは，75歳以上

の後期高齢者は生活の中で運転免許を自主返納する機会

があったものの自主返納に至らなかったため動機付け情

報提供の影響を受けにくかったと考えられる．そこで，

第3回調査において自動車運転免許を保有しており動機

付け後に運転免許を自主返納しようと思わないと回答し

た人を対象に「どのような状況であれば運転免許を自主

返納しようと思いますか?」といった質問にそれぞれの

状況ごとに「全くそう思わない（1）」～「とてもそう

思う（5）」の5段階で評価を求めた．各状況での免許返

納意向に関して「そう思う（4）」～「とてもそう思う

（5）」と回答した人の比率を表-4に示す．その結果，

すべての政策において3割以上の人が運転免許を自主返

納しようと思うと回答しており，これらの政策を免許返

納を促すMMと同時に実施することで効果的に免許返納

を促すことが出来ると考えられる． 

 

(4) 第3回調査の免許返納意向の要因分析 

第3回調査の動機付け後の免許返納意向を「そう思う

（4）～とてもそう思う（5）」を選択した人と「それ以

外」に分類し比率を算出し，年齢，性別，自動車の保有，

家族構成といった個人属性及び態度（バス），態度（自

動車），知覚行動制御（バス），知覚行動制御（自動

車），環境意識，健康意識，バス利用促進意図，自動車

利用抑制意図といった意識ごとに比率の差の検定（カイ

二乗検定）を行った．年齢においては「75歳未満」と

「75歳以上」，性別は「男性」と「女性」，自動車の保

有は「自分専用」と「家族共用・ない」，家族構成は

「単身世帯・1世代」と「2世代同居・3世代同居」に分

類した．意識においては態度（バス）を「好き（4）～

とても好き（5）」と「それ以外」，態度（自動車）を

「とても嫌い（1）～嫌い（2）」と「それ以外」，知覚

行動制御を「全くそう思わない（1）～そう思わない

（2）」と「それ以外」，環境意識や健康意識，バス利

用促進意図及び自動車利用抑制意図を「そう思う（4）

～とてもそう思う（5）」と「それ以外」に分類した．

検定結果を表-5に示す．その結果，個人属性においては

自動車の保有，家族構成で有意差が認められた．また，

意識については態度（自動車），知覚行動制御（自動

車），環境意識，健康意識，バス利用促進意図，自動車

利用抑制意図で有意差が認められた． 

次に，多変量解析を用いて免許返納意向に影響を与え

る要因を明らかにする．被説明変数を免許返納意向とし，

説明変数では比率の差の検定（カイ二乗検定）を行った

結果，有意差が認められた変数を用いてモデルの作成を

行った．変数の詳細を表-6に示す．最終的なモデルとし

ては有意になった変数のみを抽出した．モデル作成には，

計量分析ソフトNLOGIT5を使用し，順序プロビットモ

デルを用いて免許返納に影響を与える要因を明らかにす

る．パラメータの推計結果を表-7に示す．正の係数は免

許返納意向に正の影響を及ぼすことを意味する．その結

果，個人属性に関しては年齢，性別において有意差は認

められなかった．自動車の保有において有意差が認めら

れ，ほぼ自分専用の自動車が無い人ほど免許返納意向が

高い．これは，自動車を所有している段階では，まだ運

転する機会があると考え運転免許返納意向が低いと考え

られる．また，家族構成においても有意差が認められた．

これは，2世代同居・3世代同居の人は子供や孫がいるた

め大人数で外出や遠くへ外出する際に高齢者も運転する 

 

表-2 第3回調査の動機付け前後における意識の変化 

 

M:平均値，*:p<0.10  **:p<0.05  ***:p<0.01 

 

表-3 動機付け前後における免許返納意向の変化 

 

M:平均値，*:p<0.10  **:p<0.05  ***:p<0.01 

 

表-4 比率の差の検定結果（個人属性） 

 

動機付け前[1] 動機付け前[2]
態度（バス） 3.61 3.65 0.70
態度（自動車） 3.93 3.71 -2.63 ***

知覚行動制御（バス） 1.90 2.03 1.20
知覚行動制御（自動車） 3.25 3.20 -0.39

環境意識 3.60 4.06 4.66 ***

健康意識 3.40 3.71 2.89 ***

バス利用促進意図 3.48 3.52 0.29
自動車利用抑制意図 3.28 3.63 2.99 ***

N=99

M [1]・[2]
第3回調査

t値
有意
確率

動機付け前[1] 動機付け後[2]
75歳以上 44 1.95 2.20 1.34
75歳未満 49 2.06 2.37 2.69 ***

t値
有意
確率

N

M [1]・[2]
第3回調査

75歳以上
（N＝35）

75歳未満
（N＝29）

運転が困難になった時 94.2% 89.7%

運転する自信がなくなったように感じた時 88.6% 86.2%

交通事故を起こした時 77.2% 62.1%

運転する必要がなくなったように感じた時 77.1% 82.8%

運転していてヒヤリとしたことがあった時 62.9% 48.3%

家族などに自主返納を勧められた時 48.6% 62.1%

病院や食料品店への送迎サービスが充実した時 57.1% 69.0%

バスやタクシーの運賃が満足する金額になった時 40.0% 37.9%

自転車やシニアカーの購入費が十分に補助された時 37.1% 51.7%

移動販売・宅配サービス等の買い物支援サービスが充実した時 34.3% 55.2%
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機会があるためと考えられる． それに対し単身世帯・1

世代の方は家族全員が高齢であり大人数で移動せず遠出

しないと考えられ，公共交通や自転車，徒歩で移動でき

る範囲で生活をしているため免許返納意向が高いと考え

られる．交通に関する意識では，知覚行動制御（自動

車），健康意識，バス利用促進意図において有意差が認

められた．これらから，自動車を控えることは難しくな

い，自動車を使うことは健康に良くない，バスをできる

だけ使おうと思っている人ほど免許返納意向が高いこと

が分かる．よって，MM実施によりこれらの意識を向上

させることで免許返納意向を高めることができると考え

られる． 

 

表-5 比率の差の検定結果 

 

M:平均値，*:p<0.10  **:p<0.05  ***:p<0.01 

 

表-6 多変量解析に用いたデータセット 

 

 

表-7 順序プロビットモデル分析結果  

 

ρ2:適合度指標，*:p<0.10  **:p<0.05  ***:p<0.01 

6. おわりに 

 

本研究では，これまでに Web シミュレーターを開発

し，今宮線沿線の高齢者を対象に調査を実施し，動機付

け前後を比較することによって健康MMの効果分析を行

った．その結果，健康に関する動機付けや対象者個人に

合わせた動機付け情報の有用性が明らかとなった．また，

自動車の保有形態や家族構成といった個人属性及び知覚

行動制御（自動車），健康意識，バス利用促進意図とい

った意識が免許返納意向に影響を与える要因となってい

ることが明らかとなった．これにより，MM実施をする

上で，自動車を控えることの簡便さや自動車を利用する

ことによる健康上のデメリット，バスを使うことで得ら

れるメリットといった情報を提供することで運転免許の

自主返納を効果的に促すことが出来ることが示唆された．

Webシミュレーターに関しては本研究で作成したものは

対象地域のみの対応であったが，今後はAPIを用いて任

意の住所にも対応させることで，より汎用性の高いもの

を開発する必要性がある． 

また，免許返納意向のモデルにおいて説明力を高める

ために，説明変数の精査が大きな課題である．免許返納

意向に影響を与える要因を把握するために，より詳細な

個人属性や交通に関する意識調査を実施し，説明変数に

加えることでモデルの説明力を高める必要性がある． 
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N χ2値 有意確率

年齢 93 1.21
性別 93 0.75

自動車の保有 93 6.35 **
家族構成 93 4.73 **
態度（バス） 93 0.14
態度（自動車） 94 4.06 **

知覚行動制御（バス） 93 2.54

知覚行動制御（自動車） 94 8.68 ***
環境意識 94 5.26 **
健康意識 94 5.82 **

バス利用促進意図 94 8.18 ***
自動車利用抑制意図 94 4.50 **

免許返納意向

変数の名称 変数の説明
免許返納意向 1～5
自動車の保有 1:自分専用　0:家族共用・ない
家族構成 1:単身世帯・1世代　0:2世代同居・3世代同居

知覚行動制御（自動車） 1～5
健康意識 1～5

バス利用促進意図 1～5

変数名 パラメータ t値 有意確率
自動車の保有 -0.648 -2.12 **
家族構成 0.814 2.96 ***

知覚行動制御（自動車） -0.205 -1.99 **
健康意識 0.312 2.32 **

バス利用促進意図 0.326 2.62 ***
定数項 -0.744 -1.24

閾値① 0.668 5.13 ***

閾値② 1.561 9.06 ***
閾値③ 2.141 9.52 ***

初期尤度

最終尤度

ρ2

サンプル数

-127.17
-106.56

0.162

86

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集

 6


